
第２回 東海村自分ごと化会議

ご説明資料

２０２１年３月２８日

日本原子力発電株式会社

東海事業本部
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東海発電所
（廃止措置中）

東海第二発電所
(安全性向上対策工事中）

リサイクル燃料貯蔵（株）
使用済燃料の中間貯蔵施設
（建設中）

青森県むつ市電力会社
北海道・東北・東京
中部・北陸・関西
中国・四国・九州
Ｊパワー

原子力産業
グループ

三菱・日立・東芝
など

出 資

原子力発電の実施主体について民間主体（民間会社
設立）とすることが閣議了解され、原子力発電専業会
社として設立

設立年月日 １９５７年１１月１日

発電設備 東海第二発電所 110万kW
敦賀発電所２号機 116万kW

２基合計 226万kW

従業員数 1,139人 (2020年3月末現在)

電力供給 東海第二発電所 ⇒東京電力EP㈱
東北電力㈱

敦賀発電所２号機 ⇒関西電力㈱
北陸電力㈱
中部電力㈱

敦賀発電所１号機

（廃止措置中）

敦賀発電所２号機
（新規制基準への適合性確認審査中）

敦賀発電所３，４号機

（建設準備工事中）

福井県敦賀市

●

茨城県東海村

●

東京都台東区

本 店

●

●
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福井県美浜町

美浜原子力緊急事態支援センター

福島事業所

福島県大熊町

●

当社の概要



定格電気出力 ：１６万６千キロワット

炉 型 ：黒鉛減速・炭酸ガス冷却型

燃料 ：天然ウラン

減速材 ：黒鉛

冷却材 ：炭酸ガス

燃料再処理 ：英国BNFL

《発電実績》

累積発電電力量 約２９０億キロワット時

平均時間稼働率 ７７．５％

平均設備利用率 ６２．９％

１９６６年 ７月２５日 営業運転開始

１９９８年 ３月３１日 営業運転停止（約３２年間運転）

１９９８年 ５月２８日 燃料取出開始

２００１年 ６月２１日 燃料搬出完了

２００１年１２月 ４日 廃止措置に着手

２００６年 ３月３１日 準備工事・附属設備撤去終了

２００６年 ８月１７日 熱交換器撤去等工事着手

２０１５年 ７月１６日 低ﾚﾍﾞﾙ放射性廃棄物の

埋設事業許可申請
＊廃止措置工事に伴

い発生する放射性
レベルの極めて低
い廃棄物（L3廃棄
物）を発電所敷地内
に埋設する事業計
画を申請した。

＊廃止措置工事
実施中

東海発電所の概要
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《メーカー》
米国GE/⽇⽴製作所

《累積実績》
累積発電電⼒量︔約2,270億kWh

《売電先》
東京電⼒エナジーパートナー（株）
東北電⼒（株）

1978年11月28⽇ 営業運転開始
2001年 7月17⽇ 使⽤済燃料乾式貯蔵設備供⽤開始
2014年 5月20⽇ 新規制基準への適合性確認審査申請
2017年11月24⽇ 原⼦炉運転期間延⻑認可の申請
2018年 9月26⽇ 原⼦炉設置変更許可
2018年10月18⽇ 工事計画認可
2018年11月 7⽇ 原⼦炉運転期間延⻑認可
2018年11月28⽇ 運転開始40年
2019年 9月24⽇ 特定重大事故等対処施設の設置申請

＊国の新規制に
対して，発電
所が⾏う安全
対策が適合し
ていることが
認められた

＊営業運転40年
以降，追加で
20年間の運転
期間の延⻑が
認められた

＊使⽤済燃料を
乾式貯蔵施設
にて保管開始

東海第二発電所の概要
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福島第⼀原⼦⼒発電所事故の教訓

重大事故対策の概要
●福島第⼀原⼦⼒発電所の事象経過

原⼦炉などの冷却に
必要な電源を全て失う

原⼦炉などへ冷却⽔を
給⽔する機能を失う

原⼦炉で発⽣した⽔素が格納容器から漏れ
原⼦炉建屋内に充満し⽔素爆発が発⽣

防潮堤
標高20ｍ

常設代替高圧電源装置

●東海第二発電所の対策
津波から
発電所を
守ります

電源を絶やしません

電源確保の多様化

原⼦炉などを冷やし続けます

原⼦炉などの冷却機能の多様化

地域の環境を守ります

⽔素爆発の防止・放射性物質の拡散抑制防潮堤の建設

地震に備えます
耐震性の確保

意図的な航空機衝突
などに備えます
テロ対策
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年度
項目

２０１８
（H30）

２０１９
（H31/R1)

２０２０
（R2)

２０２１
（R3)

２０２２
（R４)

２０２３
（R５)

本体施設等

特定重大事故等対処施設
（テロ対策施設）

東海第二発電所は原⼦⼒規制委員会より、２０１８年９⽉に原⼦炉
設置変更許可、同年１０⽉に⼯事計画認可、同年１１⽉に運転期間
延⻑認可をいただきました。

審査終了★ ★

現在は、特定重大事故等対処施設（テロ対策施設）の審査が進められています。

審査中

使⽤前検査

１２⽉に⼯事
完了予定

★
１０⽉に経過
措置期間満了

東海第二発電所 安全性向上対策工事スケジュール
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津波から発電所を守ります 防潮堤の建設

 発電所を津波から守るための防潮堤を設置します。
 現在は、鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁に使⽤する鋼管杭の搬入を実施し
ています。

防潮堤

地盤改良機による
表層改良

鋼管杭の搬入

東海港での荷降ろし

＜鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の概要＞

深部(約60m)

厚さ ３.５ｍ
発電所側

直径 約２.５ｍ
防潮堤高さ

標高２０ｍ

津波高さ
標高１７.１ｍ※

※防潮堤前面での最高水位

東海第二発電所 安全性向上対策
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撮影方向②
護岸

護岸

撮影方向①

①鋼管矢板の切断（切断状況）

切断済み鋼管矢板鋼管矢板

②鋼管矢板の切断（切断作業）

切断中

津波から発電所を守ります 貯留堰の設置

 引き波時でも発電所へ海水を取れるよう
に、取水口前面に海水をためておくため
の貯留堰を設置します。

 現在は、設置した鋼管⽮板を貯留堰とし
て所定の高さに切断しています。

東海第二発電所 安全性向上対策
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 発電所が万が⼀、停電した緊急時の備えの⼀つとして、発電所に電気を供給す
るための電源装置の置場を作ります。

 現在は、電源装置を設置する場所の地下部分の掘削を⾏っています。

電源を絶やしません 電源確保の多様化

高圧電源装置

高圧電源装置置場（掘削）

地上

地上
（掘削中）

東海第二発電所 安全性向上対策
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原⼦炉などを冷やし続けます 原⼦炉などの冷却機能の多様化

既設（原⼦炉隔離時冷却系ポンプ）
常設高圧注水ポンプ

専⽤配管

常設低圧注水ポンプ

水源1
水源２

ポンプ⾞

 原⼦炉などに水を送る既存の設備の他に新たな設備及び水源を設置します。
 現在は、代替淡水貯水槽、ポンプ室及び配管カルバート設置に向け、⼟留
め壁を造成しています。

代替淡水貯槽
（約5,000m３）

ポンプ室
（低圧注水ポンプ）

配管カルバート

代替淡水貯槽等設置

東海第二発電所 安全性向上対策
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 既存の設備による海水冷却が⾏えなくなった場合でも、別の経路で海水を使っ
て原⼦炉の冷却を⾏うために、地下に海水の取水設備（緊急⽤海水ポンプピッ
ト）を設置します。

 現在は、付近の⼟砂が⼯事中に崩れないようにするための⼟留壁の中を補強し
ながら掘削⼯事を⾏っています。

原⼦炉などを冷やし続けます 緊急⽤海⽔ポンプピットの設置

緊急⽤海水ポンプピット設置のための掘削
緊急⽤海水ポンプピット

標高＋０ｍ
（海水面）

標高＋８ｍ
（地表）

原子炉建屋
（廃棄物処理棟）

水密ハッチ

ＳＡ用海水ピット

取水トンネル（岩盤内）

冷却海水
配管へ接続

緊急用海水ポンプ

海水取水路
（海底）から

海水

東海第二発電所 安全性向上対策
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地域の環境を守ります ⽔素爆発の防止・放射性物質の拡散抑制

いずれの装置も動力源は不要

水素再結合装置

原子炉建屋 格納容器

使用済燃料プール

圧力容器

格納容器圧力逃がし装置イメージ図
（フィルタ付ベント装置）

フィルタと水で
放射性物質を
除去

気体を逃がす

原子炉
格納容器から

フィルタ

水

粒子状の放射性物質を約1/1,000以下に低減

 新たに代替循環冷却ポンプを設置し、格納容器内の温度と圧⼒上昇をおさえます。
 それでもなお温度と圧⼒が上昇した場合に備え、格納容器圧⼒逃がし装置、原⼦
炉建屋内の水素を取り除く装置（水素再結合装置）を設置します。

気体を
逃がす

東海第二発電所 安全性向上対策
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地震に備えます 耐震性の確保

 安全系海水配管(屋外二重管)の耐震補強を⾏います。
 現在は、鋼管杭の打設・鋼製サポートの設置を
⾏っています。

 主排気筒の基礎補強、上部構造の耐震性を向上させます。
 現在は、地盤改良や基礎コンクリートの追加による
主排気筒の基礎補強や、排気⽤配管のサポート設置
を⾏っています。

屋外二重管

防潮堤
鋼管杭

屋外二重管
（既存の設備）

鋼製サポート

地盤改良(新設)

地盤改良(既設)

鉄塔を一段追加
（青色部）

鉄塔の外側に
強固な補強構
造体を設置

青色部分が
補強範囲
・主柱の追加
・斜材の追加

鉄塔

筒身

＜主排気筒上部構造補強イメージ＞

既設基礎
コンクリート

地盤改良範囲

追加基礎杭

追加基礎
コンクリート

＜主排気筒基礎補強イメージ＞

鋼管杭及び鋼製桁

屋外二重管 耐震補強 排気用配管のサポート設置

鉄塔

筒身

配管サポート

東海第二発電所 安全性向上対策
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原⼦炉建屋への故意による大型航空機の衝突といったテロ⾏為等が発⽣した場合、
２０１８年に設置変更許可を取得した本体施設等に係る安全性向上対策において、
主に可搬型設備等による対応を中心としたテロ対策を講じることとしております。

これに加え、上記の対策のバックアップとして、緊急時制御室から遠隔で原⼦炉
減圧操作設備等により原⼦炉圧⼒容器や原⼦炉格納容器の冷却・減圧を⾏い、原⼦
炉格納容器の破損を防ぐ施設も別途設けます。

意図的な航空機衝突などに備えます テロ対策

東海第二発電所 安全性向上対策
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 建屋の⻯巻対策⼯事や緊急時に建屋の圧⼒を開放するための設備（ブローアウ
トパネル）の改造⼯事等に必要なクレーンと作業⽤足場を設置しました。

その他⻯巻や緊急時に備えます クレーン及び作業⽤足場の設置

ジブクレーン

タワークレーン設置

タワー
クレーン

ジブクレーン、作業⽤足場の設置

作業⽤足場

東海第二発電所 安全性向上対策
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東海発電所の廃止措置

■ 東海発電所の概要
東海発電所は，平成10年3月31⽇に最終停止した後，全ての燃料の搬出を経て，平成13年12月4⽇か
ら解体工事を実施している。その廃止措置対象施設の範囲は，原子炉本体，熱交換器，タービン，屋外開
閉所等の施設である。
■ 東海発電所の廃止措置の基本方針
（１）原子炉等規制法（施⾏令，告⽰を含 む）等の要求を満足する。
（２）公衆及び放射線業務従事者の放射線被ばくを低減するように，適切な解体撤去工法及び解体撤去

⼿順を策定する。更に保安のために必要な原子炉施設を適切に維持管理する。
（３）廃止措置管理の運⽤に当たっては，東海発電所原子炉施設保安規定に定めて，これに基づき適切

な品質保証活動のもと実施する。
■ 東海発電所の廃止措置対象施設解体方法
（１）放射能レベルの⽐較的⾼い部分である原子炉領域については， 放射能を減衰させるために安全貯

蔵を実施する。
（２）安全貯蔵対象外の施設については，安全貯蔵期間中に並⾏して，解体撤去を実施する。
（３）建屋及び構築物の解体については，汚染機器の撤去後，実施し，全ての管理区域を解除する。
（４）放射性固体廃棄物は，放射能レベル区分や性状に応じて処理を⾏い，廃止措置期間終了までに

廃棄事業者の廃棄施設に廃棄する。放射性物質として扱う必要のないものについては，所定の⼿続き
及び確認を経て施設から搬出し，可能な限り再⽣利⽤に供する。放射性廃棄物でない廃棄物につい
ては，施設から搬出し，可能な限り再⽣利⽤に供する。
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東海発電所 廃止措置作業の流れ
：撤去対象

第1期工事 第2期工事

原子炉領域以外の撤去 原子炉領域以外（主に熱交換器）の撤去

第3期工事

原子炉領域の撤去 建屋等の撤去

燃料取替機の撤去

給水ﾎﾟﾝﾌﾟ等機器の撤去

タービン・発電機等の機器撤去

補助ﾎﾞｲﾗｰ等の機器撤去

使用済燃料冷却池内

機器の撤去及び冷却

池の洗浄・排水

熱交換器の撤去

生体遮へい体の撤去

炉内挿入物，原子炉圧力容器の撤去

注）建屋の地下部および基礎部は撤去対象外

補助ﾎﾞｲﾗｰ等の機器撤去 燃料取替機の撤去

（工事件名の赤字は実施済み）
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東海発電所 廃止措置の全体工程
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東海第二発電所 運転終了後の廃止措置⽅針

■ 東海第二発電所の概要
東海第二発電所は，濃縮ウラン，軽⽔減速，軽⽔冷却型（沸騰⽔型）原子炉であり，熱量出⼒は約
3,300MWである。昭和53年1月１８⽇に初臨界に到達し，以降，運転中である。（2011年3月11⽇より停止）

■ 廃止措置の基本方針及び解体方法は，東海発電所と同様。

■ 核燃料物質の管理
使⽤済燃料の取扱い及び貯蔵は，核燃料物質貯蔵設備で取り扱うとともに，安全確保のために必要な臨界
防止機能，遮へい機能，燃料落下防止機能，除染機能，⽔位及び漏えいの監視機能若しくは閉じ込め機
能及び監視機能，浄化・冷却機能及び給⽔機能若しくは崩壊熱を除去する機能を維持管理する。

■ 核燃料物質の譲り渡し
使⽤済み燃料貯蔵設備に貯蔵している使⽤済燃料は，使⽤済燃料輸送容器に収納し，廃止措置終了まで
に再処理事業者に譲り渡す予定である。

■ 汚染の除去
解体対象施設の一部である機器・配管等の内面に付着し残存している二次的な汚染については，効果的な除
染を⾏うことで，これらの設備を解体撤去する際の放射線業務従事者の放射線被ばくを合理的に達成できる限
り低減するとともに，放射性廃棄物の放射能レベルを低減する。除染は，放射線業務従事者の被ばく線量，
除染効果，放射性廃棄物の発⽣量等の観点から，化学的⽅法⼜は機械的⽅法を効果的に組み合わせて⾏
う。
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